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特集
平成20年度住宅着工動向と21年度の見通し

㈱住宅産業研究所会長　平野秀一氏

平成20年度の新設住宅着工は
0.3％増の103万9,180戸
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4月の新設住宅着工
前年同月比32.4％減の最低水準に
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微増に終った20年度住宅着工数

平成19年度の住宅着工数は、改正建築基準

法の影響を受け、対前年度比19.4％の大幅減

となった。それだけに20年度は、18年度並と

はいかなくても、前年度に比較すればかなり

の回復が期待された。

しかしサブプライムローン問題に端を発し

た世界同時不況が、予想以上に深刻化し、消

費全般が大きく落ち込んだ。住宅着工も例外

ではなく、前年度比マイナスこそ免れたもの

の、0.3％増の104万戸と殆ど横這いに終った。

利用関係別に内訳を見ると、

＜19年度＞　＜20年度＞

・持家 12.3％減 0.4％減

・建売分譲 11.1％減 12.1％減

・分譲マンション 35.0％減 3.1％増

・低層賃貸 6.7％減 4.7％増

・中高層賃貸 34.4％減 1.2％増

一見分譲マンションや賃貸住宅が回復したか

に見えるが、実際は逆である。基準法改正の

影響を最も強く受けた分譲マンションは、19

年度に35％も減少したため、20％台の伸びが

期待されたが、価格上昇による需給ギャップ

の表面化などから、殆ど回復が見られなかっ

た。同様に中高層賃貸（賃貸マンション）も、

35％近い減少だったにもかかわらず、殆ど横

這いに終った。この中高層系の不振が、着工

数全体の足を大きく引っ張ったのである。

その中で唯一堅調だったのが低層賃貸（戸

建て貸家やアパート）で、19年度の減少幅自

体6.7％と最も小さかったが、20年度も4.7％

増と最大の伸びを示した。

大都市圏中心に回復の兆し

地域別に増減状況を見ると（表１）、増加
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したのは南関東、東海、九州の３地域、近畿

も2.2％減で、大都市圏ほど回復が早いよう

である。最も伸び率の高い南関東は、賃貸住

宅が15％増と大きく伸びたのを中心に、分譲

系は回復が鈍いもの、持家も4.7％増と全地

域で最も伸びが高かった。

九州は分譲マンションが50％近く伸びたの

が全体を押し上げたが、地方としては健闘し

たと言える。極端に悪かったのが北海道で、

マンションが50％近く減少したのを始め、建

売も全エリア中最大の落ち込みで、分譲マー

ケットが冷え込んだ。

持家における工法別シェア（〈 〉内は19年

度とシェアの差）を見ると（表２）、全国ベー

スでは

・在来木造 69.4％ 〈＋0.2％〉

・プレハブ 17.8％ 〈－0.4％〉

・ツーバイフォー 9.4％ 〈＋0.6％〉

木造のシェア拡大ペースが依然続いており、

70％台の回復目前である。阪神淡路大震災の

平成7年度に、前年の67.8％から63.2％へ急落

し危機が叫ばれたが、直前を上回り平成２年

度水準まで戻した。

一方プレハブ工法は、19年度0.3％シェア

アップしたが、これは基準法改正の影響を受

けにくかったためと推定され、20年度は再び

17％台に落ちた。ここ数年18％前後で推移し

ており、この辺りが大きな壁になるようである。

ツーバイフォー工法のシェアも、このとこ

ろ微減が続いていたが、20年度は要因は不明

だが0.6％増と大きく伸ばした。

加速する住宅業者の淘汰

注文住宅を年間に１戸でも元請で施工して

表１．地域別利用関係別20年度住宅着工数及び前年度比増減

表２．地域別工法別シェア推移（持家）
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いる業者は、平成19年度でおよそ5万9千社で

あった（20年度は調査中）。これを規模別に見

ると、約５万社、85％までが年間４棟以下で

あり、５～19棟が７千社、12％強である。つ

まり社数では97％までを、いわゆる工務店ク

ラスが占めるが、戸数ベースで見ると48％に

とどまる。販売店の多くは、この48％をター

ゲットにしているということである（図１）。

注文住宅業者数は、平成16年度では7万3千

社あったから、僅か３年間で19％も減ったと

いうことであり、このペースだと6年で４割

減ってもおかしくない理屈である。規模別に

見ると（図２）、50棟以上の大手以外はいず

れも20％前後の減少率で、零細だから減って

いるということではないようである。無論こ

の減少は倒産とは限らず、新築・元請の仕事

が取れなくて、下請けやリフォームで凌いで

いるケースの方が多い。

とは言えここ2年ほど前から、建売系だけ

でなく、これまであまり見られなかった注文

系ビルダーの破綻が急速に増えていることも

事実である。それも表３に示したように、各

県を代表するような地元大手ビルダーの破綻

が目立ち始めた。原因は各社様々だが、大別

すれば以下のいずれかに要約できる。

●基本的に低収益構造で財務体質が弱い

●建売や多角化等の土地投資で資金固定化

●急拡大、無理な広域展開

●消費者動向など市場ニーズの判断ミス

最も多いのは元々低収益で自己資金の乏しい

所へ不況が直撃、銀行の融資も断たれてとい

うキャッシュフロー型とも言うべきタイプで

ある。次いで多いのが土地投資の失敗で、注

文系は不慣れなケースが多いだけに、計画通

り販売できないと致命傷になる。

注文住宅の場合、年間30％以上の売上高伸

び率というのは、従業員の採用・教育、キチ

ンとした職人の確保などから言って、かなり

ムリがある。しかもそれが次々と新規エリア

への出店での成長となると、固定経費の増加

や管理上の問題など発生しやすい。ましてそ

れが地方からいきなり首都圏へなどのよう

に、落下傘型の出店をしているケースは要注

意である。

では資材メーカーや販売店は、どういう点

に留意して危ないビルダーを見分ければいい

のか。ビルダーは何に留意して経営すべきか。

表４に示したように、まず重視すべきなのは

収益性で、具体的には経常利益率が常時１％

を割っているのは要注意である。表３を見れ

ば分かるように、破綻企業の多くがそれに該

当している。

収益力を測るもう一つの分かりやすい指標

図１．規模別市場構造（19年度） 図２．注文住宅業者数の規模別減少率
（19年度／16年度）
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は、従業員当りの年間完工棟数である。注文

住宅中心のビルダーの場合、多くの企業事例

から見ると、２棟以下では利益確保が難しい

と言える。表３でも、全ての企業が２棟を割

っている。言い方を代えれば、実績に対して

過剰な人員を抱えているということで、経営

手腕から言っても問題がある。

注文住宅事業は、不動産にでも手を出さな

い限り、本来借金をしなくても資金が回って

いく業態であり、借入金はせいぜい売上高の

10％程度に抑えたい。20％以上は多過ぎで、

特にそれが棚卸資産の増加に伴うものであれ

れば、注意を要する。

消費者のニーズ変化に対応できない企業、

新しい制度や法規の変更に対応できない企業

の受注が急速に減りつつある。このような時

代に資材メーカーや販売店も、これまでのよ

うに取引口座数が多いだけ、囲い込んでいる

のは受注が激減しているビルダーばかり、と

いうのでは生き残れない。ビルダーの側も、

自社にどんなメリットをもたらしてくれるか

で仕入れ先を選ぶ、Win－Winの組み合わせ

を探す時代である。

なお、住宅指標別都道府県ランキングは表

５の通りである。

表３．最近２年間の主な破綻企業（注文系）

表５．住宅指標別都道府県ランキング

表４．危ないビルダーの見分け方（注文系）

順 持家着工数 うち在来木造持家 在来木造比率 持家平均床面積
位 県 着工数 県 着工数 県 比率 県 床面積
1 愛　知 22 ,312 埼　玉 14 ,482 島　根 90 .0 山　形 152 .3
2 埼　玉 19 ,810 愛　知 12 ,801 石　川 86 .7 富　山 149 .6
3 神奈川 17 ,795 神奈川 10 ,920 新　潟 86 .6 福　井 149 .5
4 東　京 17 ,362 静　岡 10 ,504 富　山 86 .1 新　潟 143 .3
5 静　岡 15 ,337 千　葉 9,856 宮　崎 85 .4 秋　田 142 .2
6 千　葉 14 ,742 東　京 9,530 福　井 84 .4 青　森 141 .7
7 北海道 11 ,282 茨　城 8,327 秋　田 83 .9 鳥　取 140 .1
8 茨　城 11 ,189 兵　庫 7,230 鹿児島 83 .3 岩　手 137 .3
9 兵　庫 10 ,992 大　阪 7,118 徳　島 81 .9 島　根 137 .2
10 大　阪 10 ,982 新　潟 7,057 長　崎 81 .0 佐　賀 136 .7
11 福　岡 9,717 北海道 7,006 山　形 80 .4 石　川 136 .3
12 新　潟 8,152 福　岡 6,758 青　森 80 .2 岐　阜 136 .3
13 栃　木 8,072 群　馬 5,720 熊　本 80 .1 宮　城 136 .2
14 群　馬 7,809 栃　木 5,571 鳥　取 78 .9 徳　島 135 .2
15 岐　阜 6,999 長　野 5,089 岩　手 77 .6 愛　知 135 .0
16 長　野 6,880 岐　阜 5,020 佐　賀 77 .4 北海道 133 .8
17 三　重 6,667 三　重 4,653 福　島 77 .4 長　野 133 .5
18 福　島 6,010 福　島 4,649 愛　媛 76 .9 奈　良 133 .3
19 広　島 5,992 広　島 4,059 香　川 76 .7 栃　木 133 .0
20 岡　山 5,734 滋　賀 3,878 和歌山 76 .6 福　島 133 .0
21 滋　賀 5,536 京　都 3,721 高　知 75 .7 香　川 132 .8
22 宮　城 5,416 宮　城 3,706 大　分 74 .7 静　岡 131 .2
23 京　都 5,002 鹿児島 3,673 茨　城 74 .4 三　重 131 .0
24 鹿児島 4,408 岡　山 3,626 京　都 74 .4 茨　城 130 .3
25 熊　本 4,354 熊　本 3,488 山　梨 74 .4 熊　本 130 .2
※着工統計

（戸、％、㎡）
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平成21年度の住宅着工見通し

本年度の住宅着工を占う上で、何よりも世

界及び日本の景気動向がどうなるかだが、こ

の3月辺りを境に、日経平均株価の9000円台

乗せ、消費者態度指数の好転、在庫の減少な

ど、底打ちを思わせる明るい材料が多くなっ

てきた。

住宅各社の展示場における来場者数も、前

年より増えているという企業が多くなってき

た。実際（社）住宅生産団体連合会の業況調査

によると、この１～３月の注文住宅受注戸数

は＋15で、昨年10～12月の－44から大幅に改

善した。４～６月の見通しも－2と、増加と

減少の見通しがほぼ半々と拮抗しており、現

場の見方も明るさが出てきた。

まず持家の着工数であるが、今年度は史上

最大のローン減税、地価や建築費の下落など、

ユーザーの背中を押す要因は多い。来場客数

自体は増加傾向にあるだけに、景気回復はま

だ時間がかかるだろうが、うまくいけば若干

増の32万戸程度は見込める。

分譲系の着工数が、今年に入ってから大幅

な減少に陥っており、１～３月は建売、マン

ションとも34％という大幅な減少である。膨

大な完成在庫を抱え、新規供給どころではな

いというのが実態であろう。

ただ売れ残り物件買取り業者などによる大

幅な値引物件（アウトレットマンション）は、

確実に売れ始めており、購買力に見合った価

格なら需要はある、ということも見えて来た。

野村、大京などのディベロッパー大手は、下

落した用地の仕入れに動き出しており、建設

費の下落と合わせて、需要に見合った物件の

供給体制を作りつつある。

ただ事業化は来年度以降が多いと見られ、

今年度の着工数には貢献しにくい。注文住宅

ほど、政策的な後押しのめぐみも見込みにく

い。本年度の分譲系着工数は前年比７～８％

減の26万戸程度と見る。

これまで堅調だったアパートに翳りが見ら

れることから、貸家は昨年並みの46万戸程度

と見ると、21年度の住宅着工数は104万戸内

外と見られる。

制度活用で需要掘り起こし

今年はビルダーに大きな影響を与える法改

正が相次ぐ（図４）。中でも注意を要するの

は、６月にスタートした長期優良住宅促進法

である。法の定めた基準をクリアして認定を

図３．利用関係別前年同月比推移



6

取得すれば、ローン金利、減税など制度的な

優遇がある。

任意の制度であるが、ハウスメーカーの殆

どは全数認定取得を予定しているだけでな

く、タマホームのようなローコスト系パワー

ビルダー、地域の有力ビルダーも同じ方向で

動いている。家づくりでは、長期優良仕様が、

標準になっていく可能性が高いのである。

これと関連して注目されるのが、４月から

施行された改正省エネ法である。年間150棟

以上の建売業者や300㎡以上の住宅について、

次世代省エネ基準が4年後には義務化される。

すでに一部大手建売業者は、前倒しで次世代

基準を標準化する方向で動いている。長期優

良住宅の認定には次世代省エネが必須条件で

あり、義務化の対象にはなっていない注文住

宅業者でも標準化は必至である。

長期優良や次世代省エネは、中小業者にと

っても技術的にそれほどハードルは高くない

が、問題はコストアップである。現在の標準

仕様が新省エネレベルだとすると、かなりの

コストアップとなり、競争力を失う。と言っ

て対応出来ないようでは、今後の生き残りは

難しい。全数対応は無理でも希望するユーザ

ーには、長期優良住宅仕様が用意されている、

というのが最低限求められる。

瑕疵保証の義務化が10月からスタートし、

住宅業者の99％までは保険による保証を選択

すると思われる。これに関連して注意したい

のは、基本的には確認申請図書で対応できる

が、基礎伏せや２階床伏せなど４号物件で特

例扱いされている事項の記述を保険会社が求

めていることである。

もう一つ注目したいのは、住宅ローン減税、

太陽光発電やエネファーム（燃料電池）の補

助金など、消費者にとって「お得」な制度が

一杯あるという点である。つまり「何もこん

な時期に立てなくても」と決断を渋っている

消費者の背中を押す武器が一杯あるというこ

とである。

実際ハウスメーカーを中心に、太陽光発電

やエネファームの値引き提供などのキャンペ

ーンが、ゴールデンウィーク前辺りから相次

いでいる。これまでは「エコ」という観点か

らの訴求が中心で、ユーザーの反応も特定の

層に限られていた。しかし補助金に加えて住

宅会社の値引きもあり、設備の償却を考えて

も元が取れる水準まで下がってきたことか

ら、エコより「光熱費が安くなる」に引かれ

た一般ユーザーの来場が目立つという。太陽

光発電が殆どの家に付くという状況ではない

が、集客効果は確実に上がっているようであ

る。

太陽光発電の補助金は、国だけでなく地方

自治体も独自の助成をしているケースが少な

くなく、原則としてそれぞれを重複して受け

取ることが出来る。極端な場合東京都新宿区

のように、都と区の補助金だけで約200万円

となり、事実上殆ど自己負担無しで付けられ

る地域もある。自社のエリアの自治体の制度

をよく調べてキャンペーンに取り込むなど、

この波に乗り遅れないことが、もう一つのポ

イントである。

図４．平成21年度に焦点となる法制度
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平成20年度（20年4月～21年3月）の新設住

宅着工戸数（右表参照、1～6面に関連特集）

は、年度後半からの景気悪化の影響を受け前

年度比0.3％増の103万9 ,180戸の微増にと

どまった。

上半期は前年同期比8.9％のプラスで、そ

の内訳は持ち家が同7.9％増、貸家が同10.9％

増、分譲住宅も同8.3％増といずれも大幅増

だっただけに、下半期の落ち込みが大きかっ

たことが目立つ。

利用関係別に見てみると、持ち家は前年度

比0.4％減の31万664戸で微減、貸家は同3.2％

増の44万4,747戸でプラスに転じ、分譲住宅

は同3.5％減の27万2,680戸で2年連続の減少、

うちマンションは同3.1％増の16万4,623戸だ

ったが、戸建て分譲は同12.0％減の10万6,619

戸の2ケタ減となった。

地域別では、首都圏が同6.2％増の35万

9,100戸で3年ぶりに増加した。分譲が同1.6％

減だったが、持ち家が同4.7％増、貸家は同

15.6％増と大きく伸ばした。

中部圏は同0.1％増の14万4,148戸の微増で

持ち家が同0.2％減、貸家が同1.1％増、分譲

は同0.6％減だった。

近畿圏は同2.2％減の15万6,905戸で2年連続

のダウン。持ち家が同0.6％増、貸家も同

2.4％増だったが、分譲が同9.6％減となった。

工法別では、プレハブ住宅が同1.2％増の

14万8,273戸で、内訳は木造が同7.8％減の1万

6,637戸、鉄骨造が同3.3％増の12万8,080戸、

RC造が同22.4％減の3,556戸となり、プレハブ

シェアは同0.1 アップして14.3％になった。ポイ
ント

2×4は同4.8％増の10万4,217戸でプラスに

転じ10万戸台に回復、シェアも10.0％と同

0.4 上昇したポイ
ント

平成20年度の新設住宅着工

0.3％増の103万9180戸
後半からの景気悪化で微増

平成20年度の新設住宅着工戸数
（％、は▲減）

平成11年度からの新設住宅着工戸数と床面積
（単位：戸、千㎡、％）

戸数 前年度比
新設住宅計 1,039 ,180 0 .3
〈建設主別〉
公　共 22,421 10 .6
民　間 1,016 ,759 0 .1
〈利用関係別〉
持ち家 310 ,664 ▲0.4
貸　家 444 ,747 3 .2
給与住宅 11,089 7 .5
分譲住宅 272 ,680 ▲3.5
うちマンション 164 ,623 3 .1

〈資金別〉
民間資金 931 ,919 ▲0.4
公的資金 107 ,261 7 .8
〈構造別〉
木　造 492 ,901 ▲2.6
非木造 546 ,279 3 .1

総　計
床 面 積

前年度比 前年度比
平成11年度 1,226,207 4.0 119,562 7.7

12 1,213,157 －1.1 117,523 －1.7
13 1,173,170 －3.3 108,800 －7.4
14 1,145,553 －2.4 103,438 －4.9
15 1,173,649 2.5 104,945 1.5
16 1,193,038 1.7 105,531 0.6
17 1,249,366 4.7 106,651 1.1
18 1,285,246 2.9 108,647 1.9
19 1,035,598 －19.4 88,360 －18.7
20 1,039,180 0.3 86,344 －2.3

20年4月 97,930 －6.7 8,354 －10.7
5 90,804 －6.5 7,624 －8.1
6 100,929 －16.7 8,265 －18.4
7 97,212 19.0 8,061 15.9
8 96,905 53.6 8,221 45.1
9 97,184 54.2 8,286 41.1
10 92,123 19.8 7,475 9.9
11 84,277 0.0 6,747 －3.4
12 82,197 －5.8 6,532 －7.9

21年1月 70,688 －18.7 5,660 －18.7
2 62,303 －24.9 5,396 －20.9
3 66,628 －20.7 5,724 －22.9

国土交通省「建築着工統計」
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6月4日に「長期優良住宅の普及の促進に
関する法律」が施行されました。これを見据
えて、リクルートの住宅総研が研究調査した
住宅の長寿命化についての消費者意識、今回
はその一部を紹介し考察してみたいと思いま
す。

住宅平均寿命77年の英国

国交省の資料でも良く使われる住宅の平均
築後経過年数、いわゆる住宅の寿命。日本の
30年に対し米国の55年、更に英国は77年。

本調査はその数字からも英国のストック住宅
市場を比較研究の対象に選び、住宅の長寿命
化に向けた消費者意識のKeyファクターを探
ったものです。
確かに私のロンドン友人宅も「築何年かは

分からないが100年以上は確か」と。内装は
壁のペイントを中心に毎年手を入れますが、
外観や通りの街並みは私が知る約20年間も
全く変わることは無く、訪れる者にも安心感
と懐かしさを与えてくれます。（写真）

古い住宅には［Character］がある

この調査で英国人が「古い家を取得した理
由」に挙げたのは1位52.1％「古い建物には
美的な個性（Character）があるから」、特に
築100年以上の住宅取得者では65％以上がそ
う答えています。一方、日本人の理由は1位
32.8％「特に積極的な理由は無い」2位
29.7％「価格が安かったから」と続きます。
好んで古い家に住む英国人と、仕方なく古い
家に住む日本人の差は明確です。［Character］

vol.12

～持ち家層の日英比較調査より～

住宅の長寿命化に求められるもの

友人宅はロンドン中心地に近い住宅地のバス通りArchway
に面した、4階建てのフラット（日本で言うマンション）。

（調査対象など詳しくは、リクルート住宅総研のホームページにて）
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の共通認識や歴史的デザイン様式が住宅にも
確立されている英国と、伝統的日本建築住宅
は、その良さを認識される前に滅失し［美的
な個性］の無い近代住宅が大量供給された日
本の消費者意識に違いが表れたのでしょう。

近隣住環境とコミュニティ

「住宅の長寿命化の為に重要な項目」とし
て聞いた結果を、日英比較したグラフが上で
す。左右に日英差の大きい項目が並んでいま
す。耐久性は両国で最重要項目となっていま
すが、日本は耐震性・点検補修に加えバリア
フリーも長寿命化の要素に挙がりました。一
方、英国で注目したいのは、広さに次いで
［近隣の良好な住環境］を住宅の長寿命化の
重要項目に挙げている点です。［良好な地域
コミュニティ］という項目と共に、住宅建物
の保全には地域・街という視点から取り組む
必要性があることを明示してくれました。併

せて調査では「居住地に対する愛着」を問い
［非常に愛着がある］と答えた率は、英国の
44.6％に対し日本は20.9％と半数に満たな
い結果でした。逆に「今後の住み替え意向」
は日本の30％に対して英国は51％と多く、
より良い地域で暮らしたいという意識が感じ
られ、それが長寿命化と共に住宅市場を活性
化させる重要な要因でもあるようです。
多国籍社会であり階級社会でもある英国

は、地域による貧富やブランド格差はより大
きなものです。その中で、各地域住民が住環
境を高める活動を支援するシステムが発達し
ているため、‘愛着’や‘良質な地域コミュ
ニティ’が醸成されています。日本ではまだ
一部の高級住宅地でしか建築協定や戸建地区
の自治管理組合は見られませんが、今後は国
交省も住民によるまちづくり支援に政策を強
化するとあり、日本の住宅の長寿命化にも道
筋が見え始めることでしょう。

■【住宅の長寿命化の為に重要な項目】重要度が高い・計（全体／複数回答）
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住友林業（本社：東京都千代田区大手町

１－３－２、経団連会館、矢野龍社長）の子

会社である住友林業クレスト（本社：東京都

千代田区神田錦町３－26 一ツ橋 S Iビル、

安田敏男社長）は、同社が製造・販売する国

産材合板への自主的な「カーボンフットプリ

ント」（ＣＦＰ）」表示を５月から開始した。

カーボンフットプリント（Carbon Foot

Print：ＣＦＰ）とは、商品・サービスのラ

イフサイクル全般（原材料調達から廃棄・リ

サイクルまで）で排出された温室効果ガスを

ＣＯ２に換算して簡易な方法で分かりやすく

表示したもので、木材製品へのカーボンフッ

トプリント表示は業界初の取組みとなる。

住友林業では、2006年度から東京農工大

学と共同で同社グループのライフサイクルア

セスメント（ＬＣＡ）※調査を行っており、2007

年度には住友林業クレスト㈱小松島事業所が

製造する合板に関する同調査を行った。

この結果、合板の原材料調達から生産まで

の温室効果ガス排出量が把握でき、同社製品

へのカーボンフットプリントの表示が可能と

なった。

※ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment
：ＬＣＡ）＝製品の一生、すなわち原材料調達、製造、
輸送、販売、使用、再利用、廃棄まで全ての段階での
環境負荷を総合して評価する方法。

住友林業グループが国内で積極的に活用し

ている国産木材は、長距離輸送が必要な輸入

木材に比べ、原材料の調達段階のＣＯ２排出

量が格段に少なくて済むため、住友林業クレ

ストでは、製造する合板の原材料である原木

を輸入木材から国産木材への切り替えを進め

住友林業クレスト 

原材料調達段階から生産段階までの 
温室効果ガス排出量の「見える化」へ 

カーボンフットプリント  カーボンフットプリント  カーボンフットプリント  
国産材合板への 

表示を開始 

住友林業クレストが制作した自主表示マーク

原材料調達から生産までの温室効果ガスの排
出量を表示するため、“CO2”の文字を図案化。
住友林業グループが積極的に活用する国産ヒノ
キをモチーフに分かりやすい表示マークにして
いる。住友林業クレスト小松島事業所で製造す
る「国産材合板」に印刷、表示する。2.91㎏は
合板１枚当たりのCO2排出量。

合板材料を輸入木材から
国産木材へ切り替え推進
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ており、それにより合板１枚当たり1.20㎏の

ＣＯ２削減につながるとしている。

ちなみに、原材料（原木）の輸送距離はシ

ベリア産がトラック200㎞、鉄道1,200㎞、バ

ルク船1,545㎞（納品地：小松島、バルク船

は関門海峡経由）なのに対し、四国産はトラ

ック143㎞で済む。

この結果、原材料の調達から生産段階まで

に排出するＣＯ２は、国産材合板の2.91㎏／

枚に対しシベリア産材合板は4.11㎏／枚と

1.20㎏／枚もの差が生じ、これを気体体積で

表すと300リットルの冷蔵庫２台分（12㎜×

910㎜×1820㎜の合板にて計算）に相当する

という（図１）。

一般的な１棟の木造住宅（147㎡）に使用

される合板266枚をすべて国産材合板に替え

るとシベリア産原木の合板に比べＣＯ２排出

量が約318㎏抑えられる効果がある。これを

スギが吸収、固定するＣＯ２量に換算すると

20年生のスギ3.1本分に相当する（図２）。

なお、カーボンフットプリントの海外での

取組み事例と国際標準化への動きは以下のよ

うになっている。

イギリス独立系企業であるカーボントラ

スト社による、規格化（ＰＡＳ2050）や、表

示商品の試験的販売プロジェクトを実施。対

象商品は、ポテトチップス、ジュース、シャ

ンプー、Ｔシャツ、電球など20社75品目

（2008年２月時点）。

フランス

環境・エネルギー開発庁（ＡＤＥＭＥ）が、

ガイドラインやルールを策定中。さらに、一

般消費財（電化製品含む）への表示義務化に

ついて法案制定に向け検討中。カジノ社やル

クレール社（小売）が表示実験を実施。

ＩＳＯ等国際標準化

日本は英国等とともにＩＳＯにおける国際

標準化作業の開始を共同提案。加盟国による

投票・承認を経て、平成20年11月から本格的

な作業開始。平成21年１月にマレーシアにお

いて最初のワーキンググループが開催され、

△
 

△
 

△
 日本の取組及び国際標準化に対する意見を主

張。次回会合は平成21年６月にカイロにおい

て開催。最終的に、平成23年11月頃に国際規

格発行予定。

住友林業クレストでは、今回表示された数

値を基に更なるＣＯ２は排出量削減を進めて

いく方針。また、今回の表示は自主表示とな

るが、今後は市場導入に向けて制度化が進め

られているカーボンフットプリント制度の活

用も検討していく予定。

住友林業クレスト（住友林業100％子会社）

の事業内容は、木質系住宅関連部材、住宅設

備機器の製造販売、集成材、階段部材、カウ

ンター製造販売、普通合板、二次加工合板の

製造販売など。

製品に関する問い合わせ先は、住友林業ク

レスト（電話０３―５２１７―６６２１）

《山村担当、松本次長》へ。

図１　原材料の調達、生産段階における
産地別CO2排出量

図２ 四国産材合板の活用による
CO2排出量削減効果
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建　築
主　別
利　用
関係別

資金別

構造別

国土交通省が発表した平成21年 4 月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は前年同月比32.4％

減の６万6,198戸で 5 ヵ月連続の減少で、4月

としては昭和40年の調査開始以来の最低水準

となった。

持ち家は前年同月比15.8％減の2万2,971戸

で 7 ヵ月連続の減少、貸家は同33.0％の減の

２万6,262戸で５ヵ月連続のマイナス、分譲

住宅は同54.3％減の１万4,191戸で５ヵ月連続

の減少、このうち、マンションは同65.9％減

の7,118戸で４ヵ月連続減、戸建ては同29.7％

減の7,026戸で７ヵ月連続の減少だった。

地域別では首都圏（同28.3％減）とその他

地域（同28.8％減）は30％弱の減少にとどま

ったが、中部圏（同40.5％減）と近畿圏（同

41.4％減）は、いずれも40％強の落ち込みと

なった。

構造別では木造が同22.9％減の3万3,372戸

で５ヵ月連続の減少、非木造は同39.9％減の

３万2,826戸で３月に比べ減少幅はともに拡

大した。

工法別ではプレハブが同24.2％減の9,049戸

で６ヵ月連続の減少、２×４は同22.1％減の

6,826戸で４ヵ月連続のマイナスとなったが、

戸数的には３月を上回った。

32 .4％減の最低水準に
4月の新設住宅着工

平成21年4月の新設住宅着工

プレハブ新設住宅：構造別、利用関係別戸数

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅：利用関係別戸数

新 設 住 宅 計
公 共
民 間
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅
民 間 資 金
公 的 資 金
公 営 住 宅
公 庫 融 資 住 宅
都市再生機構建設住宅
そ の 他 の 住 宅
木 造
非 木 造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造
コンクリートブロック造
そ の 他

66,198
2,082
64,116
22,971
26,262
2,774
14,191
58,035
8,163
1,248
3,180
628
3,107
33,372
32,826
502

20,148
11,981
94
101

△ 0.6
△52.8
3.0
7.9

△04.5
43.7

△10.8
2.1

△16.7
△52.4
10.8
4.5

△16.2
6.6

△07.1
△09.1
△14.1
7.3

184.8
△23.5

△32.4
△00.9
△33.1
△15.8
△33.0
614.9
△54.3
△33.1
△26.7
△19.1
△38.7
88.6

△23.8
△22.9
△39.9
△70.1
△42.7
△32.2
168.6
13.5

対前年同月比
（％）

千㎡戸
対前月比
（％）

5,724
130
5,593
2,989
1,279
130
1,326
5,034
690
74
254
42
320
3,517
2,207
34

1,301
860
5
6

△ 0.0
△54.7
2.9
7.5

△6.7
2.3

△8.2
1.8

△11.7
△57.4
12.7
△1.4
△5.9
6.9

△9.3
△16.9
△18.2
8.7
64.9

△26.0

△31.5
△02.4
△32.0
△17.6
△31.3
199.0
△53.0
△31.9
△28.5
△20.2
△44.2
80.2

△18.8
△21.4
△43.1
△68.9
△48.7
△29.6
124.6
△18.7

対前月比
（％）

対前年同月比
（％）

△は減

国土交通省「建築着工統計」

戸　　　　　　　　　数 床 面 積 の 合 計

構　　造　　別
合 計
木 造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造

戸
9,049
946
140
7,963

対前年同月比（％）
△24.2
△25.6
△50.7
△23.3

利 用 関 係 別
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅

戸
3,852
4,850
108
239

対前年同月比（％）
△13.3
△31.2
145.5
△39.9

利 用 関 係 別

木 造

合 計

戸
6,826

対前年
同月比

％
△22.1

持 家

戸
2,089

対前年
同月比

％
△13.1

貸 家

戸
3,767

対前年
同月比

％
△21.6

給与住宅

戸
9

対前年
同月比

％
△71.0

分譲住宅

戸
961

対前年
同月比

％
△36.7
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